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は じ め に

｢京大環太平洋計量経済モデル｣は,大西

(1993)での最初の発表以来何度かの改良が加

えられ,現在 (1996年 1月)はバージョン4の

モデルが動いている｡ 本稿では,特にバージョ

ン4モデルの新 しい特徴を紹介し,またそれを

用いて行った2010年までの予測の結果を示す｡

Ⅰ 京大環太平洋モデルの特徴

と ころで, バー ジョ ン 2モ デ ル (大 西

(1994a,b)) までは,内生化されていたセク

ターが日,栄,｢ASEAN｣(インドネシア+タ

イ十フィリピンで定義)の3セクターにすぎな

かったが,その後,バージョン3モデル (大西

(1995a), 1995年 春 段 階) で は 以 前 の

｢ASEAN｣セクターをインドネシア, タイ,

フィリピンの3国に分割,さらに中国セクター

を追加 して6ヶ国モデルに拡張をしている｡ そ

して,今回,バージョン4モデルではさらに,

韓国とオース トラリアの2国を追加して,現在

に至っている｡したがって,今回のモデルは以

前のモデルに比 して, よ り各国独 自のパー

フォーマンスを分析するのに適しており,それ

故,ここでは各種方程式のそれぞれを各国比較

するという方法で,このモデルの特徴を説明し

てみたい｡

なお,使用データの内, 冒,莱,ASEAN3

国 の計 5ヶ国 につ いて は,本号浦坂論文

(1996)を参照されたい｡

1) 生産関数

方程式リス トは APPENDIXIとして示され

ているが,その各国比較をまず生産関数から行

う と, 規 模 に 関 す る収 穫 不 変 の 条 件 が

ASEAN3国とオース トラリア以外の国ではコ

ブ ･ダグラス型の生産関数の形で推計されてい

る｡ 他の4国で収穫不変としなかったのは,餐

本ストックないし人口 (労働力)の対数値にか

かるパラメーターがゼロ以下となるような不自

然な推計となったからである｡ その結果,収穫

不変を仮定せずにこれら諸国の生産関数は推計

したが,たとえば,インドネシアの場合は収穫

不変に近い値となっており,その点では他の4

ヶ国と大きな違いがない｡

他方,タイ,フィリピンおよびオース トラリ

アの3国においては,資本ストックの対数値に

対する係数が0.7ないし0.8,人口の対数値に

対する係数がほぼ1.2ないし1.1となっており,

ある種の類似性を示している｡ しかし,こうし

てタイ,フィリピンおよびオーストラリアのパ

ラメーターの類似性に注目すると,同じ意味で

日本,米国,韓国の間の類似性にも気付 く｡ と

もに収穫一定を仮定して推計されたこの3本の

方程式は資本ストックの対数値に係るパラメー

ターがおよそ0.8-0.9の間に存在 し,人口に

係るそれが0.2-0.1と極めて接近 している｡

また,インドネシアにおいて前者の値が0.94,

後者の値が0.29となっているの も,資本ス

トックの経済成長に対する効果が人口 (労働

力)のそれに対する効果よりも大きくなってい

るという点で大局的には同じ傾向を示している,

ということができる｡ これに比べると,中国,
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タイ,フィリピンでは人口 (労働力)に依存し

た成長を行ってきた,あるいは,これら諸国で

は資本ス トックはあまり生産性のあがらない部

門 (たとえば農業)でより多 く蓄積されたのか

も知れない｡

なお,本モデルの諸方程式の推計にあたって

は,当然,決定係数やダービン･ワトソン比な

どといった基本的な検定をパスするよう,式の

特定化を工夫しているが,この生産関数の推計

においては,中国,韓国,フィリピンの3国の

ダービン･ワトソン比の改善ができなかった｡

あるいは,誤差項の 1階の系列相関を仮定した

推計を行えば,この3国のダービン･ワトソン

比も改善可能であったが,そうした式を利用 し

た際のファイナル ･テス トが逆に通過 しなく

なってしまった｡これは,本モデルが長期モデ

ルとして数年単位の景気循環を無視するという

固有の特徴を持っているからで,それは,図 1

に見るように,誤差項が系列的に相関する (+

+十十一一一一のように誤差項が運動する)こ

とを意味するからである｡その意味では,こう

したダービン･ワ トソン比の悪さはモデルに

とって重大な弱点とは言えない｡

図 1

2) 投資関数先の生産関数

では,一方の説明変数であるところの人口 (労働力

)は本モデルでは外生 となっているから,結局,

生産を決める唯一の内生変数は資本ス トックというこ

とになり,したがって,その資本ス トックを決定す

る投資と減価償却率が基本的に生産量を定めるから

,その意味でこの方程式は重要である｡ ただ,この

ように成長を推進する最もアクティブな経済活動

である投資は,それゆえに (紘)企業家のアク第1

0号 (1996.4)テイブさを減退させ

る諸政策によって萎えることがある｡ そして,

本モデルの場合は,大西(1994)に示 したよう

な理由に基づき,外国企業の挑戟から国家が当

該国企業を保護するというような温情主義的政

策や,より攻撃的に自国企業保護のための軍事

力をバ ックとした外国への経済的圧力 (現在の

米国 !)がそうした投資に ｢ネガティブ｣なも

のとして定式化されている｡ 具体的には,関税

対GDP比と軍事支出の対GDP比を説明変数

として推計 したが,前者が (10%水準で)有

意に推計されたのは日本と韓国,タイ,オース

トラリアの各国,後者は米国のみであった (他の

諸国はこれらがともに有意に推定されなかった

)｡軍事費負担に苦 しみつつも,貿易交渉など

の政治的圧力に頼らざるを得ない

米国の事情が表現されているように思われる｡

また,関税政策がネガティブな影響を持つ国が

タイを除いてすべて先進国 (ないし中進国)で

ある点は興味深い｡なぜなら,このことは,ま

だ途上国においては関税により保護は生産性を

向上させる政策として機能しているが,先進国

においては,前述のようなある種の "Ⅹ非効率"をもたらしている

といった対称的な性質が示唆されているからで

ある｡他方,こうした投資にネガティブな変数

の一方で,いうまでもなく,国内貯蓄はその増

が投資の増に結びつくものであり,それもまた変数

に加えられている｡ ただし,投資のための資金は国内

から供給されるだけではなく,国外からも供給

されるから,これら国内貯蓄に海外からの資金供給 (BalanceofCapital)を

加えたものを説明変数として採
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3) 貯蓄関数

しかし,前述投資関数における (国内貯蓄+

海外からの資金供給)という変数に係ったパラ

メーターだけでは本当に成長-貯蓄-投資-餐

本蓄積-成長という ｢ポジティブ｣なフィー ド

バ ックの強さは測ることができず,この (成長

-貯蓄)という関係の強さをもチェックしなけ

ればならない｡そして,その点を調べるのが次

の貯蓄関数である｡ われわれのモデルにおける

貯蓄関数は,線形関数のケースと対数線形関数

のケースとがあるが,極めてシンプルにGDP

のみを説明変数にしているため,そのような比

較検討が可能となっている｡

そこでまず,GDP (Y)の上昇に伴って平

均貯蓄率が上昇するかどうかという観点から推

計結果を検討すると,線形関数において定数項

がマイナスの場合 と,対数線形関数において

logYのパラメーターが 1を超える場合が平均

貯蓄率の上昇ケースであるから,結局,冒,莱,

中の3回を除くすべてでそのような結果となっ

ていることが判る｡これは,限界消費性向逓減

の法則 と整合 し,リーズナブルである｡ した

がって,冒,莱,中の3国でなぜ平均貯蓄率が

下降しているのかという問題となるが,それは

やはりまず日,米の両先進国が歴史的にそのア

クティビティーを減少させて来ていることの現

れと理解される｡ また,中国については,毛沢

東政権の中央計画システム下で政府が強制貯蓄

を行ってきたこと,その後の市場システム下で

はその圧力が減少したことの結果ではないか,

と思われる｡

なお,線形関数で推計された日,莱,インド

ネシアで3国の限界貯蓄性向を比較すると,イ

ンドネシアが最も高く,莱,日の順で低 くなっ

ていることがわかる｡ これもまたこれら諸国の

アクティビティーの相違によるものと思われる｡

4)賃金関数

ところで,生み出された各国GDPが貯蓄に

まわされる以前に,一旦賃金として分配される

ことは言うまでもない｡しかし,こうして分配

3

される労働者の数も年とともに増え続けていく

から,賃金は各国GDPを労働者数 (ここでは

人口で代理)で割ったもので説明することが望

ましい｡そこで,線形関数と対数線形関数で推

計されたこの各国賃金関数を上記貯蓄関数と同

じように比較すると,まず,日本,アメリカ,

中国,タイ,オーストラリアといった過半の国

で賃金の上昇率を一人当りGDPの上昇率が上

回っていることが見てとれる｡ これは対外競争

力を持っていくためには重要なことで,特に中

国のパラメーター (賃金の一人当りGDPに対

する弾力性)が非常に小さいことなどが注目さ

れる｡ ただし,中国の場合,改革開放以降は多

くの都市住民が副業を持つように変化 して来て

おり,これら賃金データ以外の収入を含めると

実際の賃金の伸び率は異なって来るかも知れな

い｡あるいは,逆に言うと,経済成長の成果を

正当に分配するためには,賃金以外の収入を得

るか副業を営む必要があることをこの計算結果

は示している,といえるだろう｡

なお,これら5ヶ国以外の韓国,インドネシ

ア,フィリピンは線形関数において定数項がマ

イナスとなっているから,それらの賃金上昇率

は一人当りGDP上昇率を上回っていたことに

なる｡ しかし,これらの定数項はすべて統計的

に有意ではなく,概 して ｢賃金は一人当りGD

Pと同程度に上昇した｣と評価する方がベター

であろう｡

5) 貿易収支関数

ここからは国際関係に関する諸方程式を説明

する｡まず,貿易の問題であるが,輸出と輸入

の方程式をまず作ってその残差として貿易収支

を説明する方法はなるべくとらない,という方

針で定式化を行った｡その理由は,失業を労働

供給一労働需要で導 くケースと同じく,残差と

して導くとファイナル ･テス トにおける平均絶

対誤差が非常に悪 くなるからである｡本モデル

は国際関係モデルとして貿易収支の動向を正確

に予測する必要があり,そのためにこの方式を

避け,なるべく直接に貿易収支関数を推計する
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という方法をとった｡

そこで,まず,何をその説明変数にするかで

あるが,長期の貿易収支の変動はその国際競争

力に依存するという供給サイドの考え方から,

国際競争力に関する指標を作 り,それを中心に

説明することとした｡その変数は以下によって

定義される｡すなわち,

COMPl-WPROl/((∑WPROI
3-all

-WPROJ)/7)

WPROl-Yl/(Wl*Nl)

ここで,∫-j,U,C,k,i,t,p,aつまり各国を

表し,WPRO は各国の賃金生産性 (一人当た

り平均生産性を賃金で割ったもの-賃金当りの

生産性),COMPはその他国の平均値に対する

比率で定義された国際競争力の指標である｡ わ

れわれはこれを基本に対GDP比の貿易収支関

数を推定し,それが何らか理論的に不自然な結

果となった場合に賃金生産性 (WPRO)かそ

の逆数で説明するという方針をとった｡その結

果,アメリカと中国においては (アメリカのt

値に若干の問題があるものの)COMPが説明

変数として推定された｡また,日本においては,

WPROの逆数,韓国においては WPROが,

それぞれ5%と10%の水準で有意に推計された｡

なお,中国の方程式では,さ らにD9091

(1990-91年のみ 1とするダミー変数)を説明

変数として加えているが,これは1989年の天安

門事件以降しばらく各国が対中輸出規制を行っ

た結果である｡ また,アメリカの方程式では対

アメリカGDP比の日本の輸出総額を説明変数

に加えたが,これは日本の輸出がアメリカの貿

易収支に大きく影響していることを示唆してい

る｡

こうした方針で推計できなかったインドネシ

ア,タイ,フィリピン,オーストラリアの各国

は,輸出一輸入で貿易収支を導かざるを得な

かった｡しかし,以上で,貿易収支関数を推計

できた4ヶ国は今度は,輸出関数か輸入関数の

どちらか一方だけを作れれば,それらと貿易収

支との関係から残 りを導くことができる｡ した

がって,これらの4ヶ国について,輸出関数を

省略するか輸入関数を省略するかという問題が

生じるが,本モデルでは輸出関数の方を省略す

ることにした｡その理由は,輸出の方が相対的

に国際競争力の動向と相関していると予想され

るが,それはすでに (この4ヶ国においては)

貿易収支関数として表現されているからである｡

そしてまた,輸入関数が国内需要の関数として

特定化しやすいと考えられるからである｡ した

がって,以下では,他の4ヶ国の輸出関数と全

8ヶ国の輸入関数を説明する｡

6) 輸出関数

そこでまず,推計を省略できなかった4ヶ国

の輸出関数の推計結果を説明すると,有意水準

に差があるものの,ASEAN3国では COMP

を説明変数として,オース トラリアではその代

理変数としての ｢賃金生産性 (Y/(W *N)-

WPRO)｣を説明変数として推計できたことが

示されている｡

また,この4ヶ国とも,これらの説明変数以

外に,他国のGDPの総合計をも説明変数とし

て加えたが,これは他国への輸出は他国の購買

力の増減に依存していることを表現している｡

しかし,この他国のGDP総合計の各国輸出に

対する影響の度合いが異なるので,特に対数線

形によって推計されたタイ,フィリピンについ

てそのパラメーターを比較検討してみると,吹

のようなことが判った｡すなわち,2国のこの

パラメーターが 1を超えるかどうかという検定

を投資関数の際 と同様 に行 うと,それぞれ

((当該パラメーター- 1)/当該の標準誤差)の

値が,5.54,0.46となり,タイではこの値が

1を超えているとみなされること,フィリピン

ではそうみなせないことが判った｡これは,タ

イにおいて,他国-の輸出が順調に進んだこと,

あるいは輸出志向政策が成功したことを示唆し

ている｡ 逆に言えば,フィリピンではこうした

戦略に必ずしも成功しなかったことが示唆され

る｡
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7)輸入関数

輸入については,それが各国購買力に基本的

には依存するとの考え方から,各国GDPを説

明変数としたが,とりわけアジア途上国 (ここ

では ASEAN3回)の輸入の中に占める資本

財の比重の大きさから,インドネシアとフィリ

ピンにおいては当該国の投資も説明変数に加え

た推計も行っている (タイではこの定式化では

うまく推計できなかった)｡

そこでまず,こうした投資の効果の問題をお

いて,各国GDPの成長率と輸入の伸び率との

関係をみれば,まず,

輸入成長率 > GDP成長率

であった国は,アメリカと韓国,

輸入成長率< GDP成長率

であった国は,日本,中国,タイということに

なる｡ 後者は輸入代替に成功した国,というこ

とに結果としてなるが,少なくとも中国を除い

て直接的な輸入代替政策の結果そうなったとい

うよりは,輸出志向工業化による長期的な生産

性向上の結果そうなったものと理解される｡ ま

た,アメリカと韓国,そして輸入成長率がほぼ

GDP成長率と等しかったオーストラリアの場

合も,それは輸入代替に失敗したというよりは,

一般的な国際貿易の発展の結果,GDP成長率

より輸入成長率が高かったものと理解される｡

他方,インドネシアについて,今消費をCと

表した時,Yi-Ci+Ii,Yp-Cp+Ipであるこ

とに注目すれば,この2本の方程式は次のよう

に変形できる｡ すなわち,

IMi-0.05386*Yi十0.43338*Ii

-0.05386*(Ci+Ii)+0.43338*Ii

-0.05386*Ci+0.48724*Ii

したがって,インドネシアにおいては投資の

増大が消費に比べて確かに輸入をより強く誘因

していることがわかる｡

8)資本収支関数

国際経済関係は単に財の取 り引き関係だけで

はなく,マネー (資金)の取 り引き関係でもあ

る｡ そして,この面は近年ますます強くなって

5

来ており,本モデルが最も重視 している国際関

係である｡

そこで,まず,この国際的な資金の移動がど

のようなメカニズムで決められているかという

問題 となるが,この国際資本移動の中心的な

ファクターであるところの直接投資については,

当該国市場の潜在成長力と (他国に対する)質

金水準とが通常説明変数として採用されている

(たとえば,Zhang(1995))｡しかし,たとえば,

1980年代後半以降日本の純資本輸入は大幅なマ

イナスを記録してきた (資本輸出国となった)

が,それは日本市場の魅力がなくなったことを

意味しない｡そうした需要サイドの要因によっ

て国際資本移動が決まったのではなく,少なく

とも日本の場合には,円高で生産コス トが張り

合わなくなったことが資本輸出-日本の資本の

海外への移転の主要な原因であったと考えられ

る｡ そして,その ｢生産コス ト｣の最 も重要な

ものは,そう簡単には国際間移動できない生産

要素としてある労働力の価格-貸金である｡ そ

のため,ここでは資本収支関数を国際間の相対

賃金で説明することとした｡

推計結果について述べておくべきことは,ま

ず,中国では1981年まで資本の輸出入が禁止さ

れていたため方程式の推計はそれ以降としてい

ること,韓国はこの形で推計することが困難で

あったため,他の7ヶ国の資本輸出入によって

逆に韓国の資本輸入を説明していることである｡

また,国際間の相対賃金の説明力が特にアメリ

カにおいて小さい (t値が小さい)が,これは

他国からアメリカ-の資本の投下が政治的要因

によって大きく影響されていることを表してい

る可能性がある｡ たとえば,日本の自動車メー

カーの対米投資は,日本からの対米自動車輸出

が制限されたことに大きく依存しているが,こ

れはこうした政治的要因の典型である｡(日本

の対米直接投資のこのような特徴については,

DrakeandCaves (1992)および Kogutand

Chang (1991)参照｡)

なお,概してこの関数のダービン･ワトソン

比が悪いのは,(韓国の賃金データが1954年以
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降しかないために)国際間の相対賃金のデータ

が1954年以降しかなく,推計期間を1年減らし

て1995年以降にしてしまうARl推定 (誤差項

に1階の系列相関を仮定した推計)を採用した

くなかったからである｡ 本モデルは,各国の停

滞も高成長も衰退も捉えられるよう長期の推計

期間を確保する必要があるため,ここではこの

問題点にはやむなく目をつぶることにした｡

9) 関税関数

以下,残されている関数は,先述のとおり投

資にネガティブな影響を及ぼす関税と軍事支出

を説明するための関数であるが,これらは同時

に ｢国際政治｣を表現しているということが興

味深い｡

そこでまず,関税関数であるが,ここでは各

国政府は (対GDP比の)貿易収支の動向や輸

入の動向をみて関税政策を決定するとみて特定

化を行った｡また,この形で有意の推計ができ

ない場合には,先述の国際競争力指標 COMP

を説明変数にとっている｡

10) 軍事支出関数

他方の軍事支出の決まり方は関税に比べて複

雑な要因が絡んでいると思われるので,推計,

特定化にあたっては,なるべく各国の個別的事

情も反映されるように工夫した｡たとえば,冒

本国憲法の制約で長く軍事支出拡大への制約が

あった日本は,その制約が本質的であった1969

年以前と以降とで推計方式を変えた｡1969年以

前には日本の対GDP比が傾向的に低下してい

たが,その後増大に転ずることになり,その意

味で1970年安保の前後に構造転換があったもの

と理解される｡

そこで,この1969年以前の日本を除いて,基

本的に捉えようとした関係は,とくにアメリカ,

日本,韓国,オーストラリアの間には ｢西側｣

としてのある種の軍事同盟的関係があり,それ

がどのように反映されるか,という問題であっ

た｡そして,その点では,日本やアメリカの対

GDP軍事費比率が自国経済力の他国経済力に

対する比率で決まっている,ということを予想

させる結果となった｡近年における日本の軍拡

圧力の多くはアメリカの ｢負担分担｣要求によ

るものであったこと,それは米軍のフィリピン

からの撤退に象徴されるように経済力の低下が

アメリカの軍事的プレゼンスの後退をもたらし

ていることを表現している｡また,韓国におい

ては,その対GDP軍事費比率が日韓の経済力

比率によって決まっていることを示唆する説明

変数が推定された｡これは,アメリカの後退を

日本と韓国で分かち合って分担するような関係

があることを示唆 している｡ さらに最後に,

オーストラリアでは,アメリカの対GDP軍事

費比率に連動していることを示唆する変数で方

程式が推計された｡

その他,中国,インドネシア,タイ,フィリ

ピンの各国は単にそれらのGDPのみで軍事支

出を説明しているが,この理由はこれら諸国が

比較的独立の軍事政策をとっているからである｡

ただ,先述の方程式と同様,GDP成長率と軍

事費伸び率の大小関係を推計結果からみてみる

と,中国,インドネシア,フィリピンにおいて

軍事費伸び率の方が小さいこと,すなわち,翠

事費の対GDP比は傾向的に低下していること

が示された｡タイの場合には,GDPの対数値

に対するパラメーター (軍事費の対GDP弾力

性)が 1.06793と1を上回っているが,それが

1を有意に超えるかどうかを検定した結果,

(1.06793-1)/パラメーターの標準誤差-1､499

ということで,有意水準を5%ととるか10%と

とるかで検定結果が別れる領域にあることがわ

かった｡この意味で,戦後,こうした非同盟諸

国においては軍拡圧力が相対的に小さく,｢政

治｣よりも ｢経済｣に力を割くような考え方が

主流であったことを予想させる｡

ⅠⅠ 予測のための諸仮定

次に,以上の特徴を持つわれわれのモデルを

使って長期予測を行なうが,まずその予測のた

めに置いた3つの仮定を説明する｡



京大環太平洋モデル version4(KYPAC-4)の特徴 と長期予測

1) 減価価却率

前節の投資関数のところで述べたように,G

DPを決める唯一の内生変数である資本ス トッ

クは投資と減価償却率で決まる｡ それ故,この

減価償却率をどう設定するかは直接に予測結果

に影響するが,それはそれだけ窓意的でない設

定に努力しなければならないことを意味する｡

そして,そのために本予測においては,この変

数を外生変数ではなく内生変数にする,つまり

そのための独自の方程式を推計することにした｡

この推計結果は,APPENDIXⅡに示されてい

る｡

みられるように,これらの減価償却率関数は

平均資本係数 (K/Y)あるいは資本ス トック

に対する追加投資の比率 (Ⅰ/K)によって説

明した｡これは,減価償却率が資本の性格-

資本集約的資本かそうでないか- に依存して

いるという考えによるものであるが,推計期間

やタイム ･ラグをいろいろと調整することに

よって,いくつか不十分な統計値を残しつつも

推計を行なうことができた｡なお,タイム ･ラ

グがこの関数だけ時に長 くなっていることは

リーズナブルである｡ それは,資本廃棄が10年

単位でなされるからである｡

ただし,こうしてタイム ･ラグを長くとると,

内挿テス トをする期間がそれだけ失われる｡ ま

た,フィリピンでは推計期間が1983年以降とい

うように非常に短 くなった結果,もしこの諸方

程式をもって基本的な方程式とするなら,最終

テス トは1983年から1993年までのただ11年間だ

7

けのものとなり,このモデルが諸国家の停滞,

発展,衰退の諸局面を同時に説明できるかどう

かといった長期の運動の表現には速さなくなる｡

それ故,ここではこれらの諸方程式は予測作業

の時のみ用いるものとした｡ただ,この結果,

予測に使 う際のモデル (Version.4-TYPE.2

モデルと呼んでいる)には,(1つのダミー変

数を除けば) 8つの人口系列しか外生変数がな

いことになり,これは驚くべき少なさ,という

ことになる｡ 従来の構造方程式モデル-の批判

のひとつは,内生変数と外生変数の区別が窓意

的だというものであるが,それならすべてを外

生変数にしてしまうという方向で構造方程式派

は対応すべきだというのが筆者の見解である｡

外生変数をゼロにしないまでも本モデルはそれ

を極少化する試みのひとつである｡

2) 人 口

減価償却率の場合に述べたように,予測に

とって重要なことはそのための仮定が窓意的に

ならないようにすることである｡ しかし,人口

については,その成長率の変動は他の政治経済

変数と比べて安定的であり,信頼に足る予測値

を外生的に与えることができる｡ また,その中

でも,国連の出している予測値は最も信頼でき

る もの と考 え, 1987年 に出 され た World

PopulationProsz,ect/E～timateSandProjections

asAssumedin1985の予測値 (中位推計)を

利用した｡この値の絶対値と伸び率は表 1に記

してある｡

表 1 国連によるアジア太平洋 8ヶ国の人口予測 (単位 :100万人)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

メ

ン

日

ア

中

韓

イ

タ

本

カ

国

国

-
ノ

ドネ シ ア

イ

フ ィ リ ピ ン

オース トラリア

5

5

5

4

9

9

6

8

2

5

8

4

8

5

6

1

1

2

1

1

1

6

8

3

6

5

0

0

8

2

5

2

4

9

6

7

1

1

2

2

1

日H

9

6

5

00
8

4

7

9

2

6

9

4

0

6

7

1

1

2

2

2

1

132 0.4% 0.3% 0.1%

281 0.6% 0.6% 0.5%

1392 1.2% 0.8% 0.6%

52 0.9% 0.8% 0.6%

232 1.4% 1.1% 1.0%

72 1.3% 1.2% 1.1%

92 2.1% 1.9% 1.6%

20 1.0% 0.9% 0.9%
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3) 中国の生産関数

予測用のモデルには,原モデルに減価償却率

関数が追加されるとともに,APPENDIXIに

示された方程式に中国の生産関数も入れ替えて

いる｡ それは,原モデルの中国の生産関数が改

革開放政策本格化後にあてはまりを悪 くしてい

ること,およびその結果,予測においてもド

ル ･ベースで年率数パーセントという不自然に

低い結果しか計算できなかったことによる｡た

だし,この新 しい方程式は,逆に1954年-1993

年の全期間に亘る最終テス トでは満足しうる結

果を出せず (1984年以降のみ減価償却率関数こ

みでの最終テス トでは良い結果を出せた),結

局,TYPE-2モデル として, この方程式 も

TYPE-1と区別することとなった｡ともあれ,

このようなことをしなければならないほど,中

国経済は改革開放によって大きな構造変化を遂

げていることが理解できる｡

ⅠⅠⅠ 2010年までの長期予測

本節では以上の仮定の上に行った2010年まで

の予測の結果について紹介する｡ なお,この予

測期間を2010年とした理由は,まず第一に,予

測用の TYPE-2モデルでは,推計期間が最短

の方程式が1983年以降というものであり,十数

年の予測に限定するのがベターだと思われたか

らである｡ また,第二に,このバージョン4モ

デルとその予測結果を最初に発表したのが中国

国家計画委員会においてであり,その際,現在

中国で策定中の15ケ年計画に予測期間を設定す

第10号 (1996.4)

る必要があったからである｡したがって,とく

にこの第二の理由により,予測結果の説明も中

国の結果を中心に行なうこととする｡

1) GDPの予測

まず,表2が8ヶ国のGDPの予測結果を示

しているが,まず成長率に注目すると,全体と

して低い成長段階の国ほどそれが高くなってい

るのが見られる｡ そして,その中で,特に ｢先

進国｣に注目すれば,既に日米両国は低成長段

階に入っていること,韓国は今後 5年ほどはド

ル ･ベースでの高成長を続けるが,その後急速

に成長率を下げることになることが結果として

示されている｡ 特に日米間のGDPに注目すれ

ば,近年そうであったように,日本の成長率は

アメリカのそれをやや下回るようになっている

が,その差はそれほど大きくはないので,日本

のGDPはアメリカの約3分の2程度で安定す

ることになる｡

しかし,この表の結果について,最もその妥

当性について検討されるべきと思われることは,

中国に関する予測結果が高すぎはしないか,と

いうものであろう｡そこで,この点に関して,

若干の補足をしておきたい｡

まず,この点については,過去においては中

国以外の国も20%を超す成長をしたことが現実

にあった,ということである｡ たとえば,われ

われが対象としている他の7ヶ国の戦後の成長

率だけをとってみても,韓国は1965年から1980

年までの15年の間,平均 して20%以上の ドル ･

表 2 アジア太平洋 8ヶ国のGDP予測 (単位 :10億 ドル)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

メ

ン

日

ア

中

韓

イ

タ

本

カ

国

国

-
ノ

ドネ シ ア

イ

フ ィ リ ピ ン

オース トラリア

1

8

5

1

2

7

0

0

1

1

9

3

7

3

7

5

7

1

6

4

1

1

3

4

7

9

4

3

5

7

8

2

3

1

5

6

7

7

1

1

6

1

9

2

6

2

2

1

5

5

7

1

4

8

8

6

2

4

1

7

3

5

9

0

9

6

8

4

4

6

2

9

4

3

1

8

5

8

3

7

2

0

0

1

4

5

0

5

5

7

8

9

0

9

9

6

2

9

0

7

6

2

1

5

9

9

1

1

1.7% 1.2% 0.8%

2.2% 1.7% 1.3%

12.7% 21.2% 24.8%

9.4% 6.1% 3.6%

10.0% 12.2% 9.9%

9.8% 10.8% 10.7%

9.9% 10.1% 10.2%

10.0% 8.5% 7.0%



京大環太平洋モデル Version4(KYPAC-4)の特徴と長期予測

ベースの成長率を実現 したし,インドネシアも

また1970年代の前半に実現 している｡ あるいは,

少し20%を下まわるが,日本もまた1970年代に

19.5-6%のドル ･ベース成長率を実現している｡

アジア諸国のテイク ･オフは,戟後,日本から

韓国などNIESを通って,ASEAN に移動し,

まさに中国やベ トナムに移動しようとしている

のが現在である｡ その意味では,われわれの8

ヶ国の内で中国が最も高い数字を示しても不自

然ではない｡

また,(紙数の都合で掲載できないが)為替

レー ト関数を補助的に作 り,それによって名目

人民幣ベースの成長率を計算することにより更

にこの予測値の妥当性を示すことが出来る｡す

なわち,それによると,名目人民幣ベースの成

長率予測は,1995-2000年については13.5%,

2000-2005年については21.2%,2005-2010年

については23.0% となったが,た とえば,

1993年の名目人民幣ベースの成長率が29.6%,

1994年 のそれ が30.4%, 1995年 のそれが

27.3%であったこと (さらに言えば,1996年の

政府の経済建設目標は実質成長率が9%,イン

フレ率が10%で,合計すると19%の名目成長を

目標としている)を考慮に入れればわれわれの

予測はむしろ低すぎるかも知れない位である｡

なお,中共14大会 5中全会は,2010年の実質

GNPを2000年のそれの倍にするとの目標を設

定したが,この目標は,この10年間の実質成長

率が7.2%だとするもので,われわれの予測結

果から見て余りに低すぎると考えられる｡ なぜ

9

なら,この期間のわれわれの名目GDP成長率

予測は先述の為替 レー ト予測を考慮 して,

22.1% (21.2%と23.0%の平均)であり,他方,

(GDPとGNPの違いを無視 して)インフレ

率は22.1-7.2%-14.9%を下回ると十分予想

されるからである｡ あるいは,近年の実際の実

質成長率,13% (1993年),ll.8% (1994年),

10.2% (1995年)からしても実質7.2%成長と

いうのは低すぎる目標だと評価せざるをえない｡

2) 一人当りGNPの予測

次に,表 3で示された一人当りGNPを見る

と,まず,現在アメリカの1.3倍程度の水準に

ある日本の一人当りGNPは2010年までほぼそ

の比率で安定化する,という予測となっている｡

この点は,2010年頃には,2.3倍にまで拡大す

るとした筆者 自身による以前の予測 (大西

(1994b),Ohnishi(1993,1994a,1995))と異な

り,予測に変化が生じた原因が問題になるが,

これは以前の予測では減価償却率が外生変数と

して与えざるをえなかったものを今回は減価償

却率関数によって与えるというように変更した

か らである｡ 因みにこの結果,旧予測では

5.5%と固定されていた1995年以降の予測期間

の 日本の減価償却率 は,今回の場合平均

14.2%で変動するものとなった｡この差が成長

率の予測に大きな違いをもたらしたものと考え

られる｡ なお,こうした日米間の一人当りGN

Pの比の予測については,福地 (1995)が2倍

にまで拡大して安定するという興味ある主張を

表 3 アジア太平洋 8ヶ国の一人当りGDP予測 (単位 :ドル)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

メ

ン

日

ア

中

韓

イ

タ

本

カ

国

国

-
ノ

37291 39652 41453 42960

27571 29882 31637 32903

569 975 2440 7162

9391 14036 18098 20906

ドネ シ ア 883 1331 2231 3407

イ 2299 3427 5372 8432

フ ィ リ ピ ン 991 1431 2113 3171

オース トラリア 19807 30257 43458 58503

1.2% 0.9% 0.7%

1.6% 1.1% 0.8%

ll.40/0 20.1% 24.0%

8.4% 5.2% 2.9%

8.5% 10.9% 8.8%

8.3% 9.4% 9.4%

7.6% 8.1% 8.5%

8.8% 7.5% 6.1%
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行っているが,今回の筆者の予測では ｢この比

が安定する｣という点では共通しつつも,現状

の1.3倍程度で止まるという点で異なっている

ことになる｡

また,この福地 (1995)では,オーストラリ

アがアメリカ,日本に先立つ高所得国として存

在したことが強調されているが,そのオースト

ラリアの一人当りGNPは日米の低成長の下で

も6- 8%台で成長し,2010年までには日米を

再び上回る,というのがわれわれの予測である｡

現在時点での安い賃金水準 (とそれによる外資

の流入)と一次産品を中心とした産業構造,お

よび成長 ASEAN に近接 しているとい うメ

リットによってこうした成長が可能になるもの

と思われる｡

他方,中国に目を転じると,一人っ子政策で

人口が抑制されているため,一人当りGNPの

成長率も極めて高くなり,2010年頃にはタイに

並び,あるいは韓国の現在の水準を凌駕すると

予測された｡以前には一人当りGNP1万 ドル

水準をもって ｢先進国入り｣の基準とされたこ

とがあったが,その基準でいく限り,2010年に

は ｢先進国入り｣が目前に迫ることになるだろ

う (もしドル ･ベースでの20%成長が続けば1

-2年の範囲で達成可能になるということ)｡

なお,中共14大会5中全会は,一人当りGN

Pについても実質ベースの目標値を設定してい

るが,それによると,2000年のそれを1980年の

それの4倍にするというものである｡しかし,

この目標も年率に換算すると先のGNP総額の

目標と同様に年7.2%の実質成長で足 りること

になる｡ 上記と同じ意味で,この目標は過少な

ものと筆者は考えている｡

3) 資本移動と貿易に関する予測

他方,われわれのモデルで注目される変数に

BC (国外からの純流入資本額)がある｡ われ

われのモデルは国際連結モデルであり,ここで

はこの変数によって他国経済の動向と関わって

いるからである｡ そこで,表4を見ると,まず,

アメリカが引き続いて多くの資本輸入を行い続

ける一方で,日本からの資本輸出は減少しつつ

も維持され,またこの8ヶ国では引き続き日本

が最大の資本供給国として存在し続けることが

読み取れる｡

ただ,アメリカの資本輸入が増大する一方で

日本の資本輸出が減る訳であるから,他の諸国

の純資本輸入が減らなければならない｡そして,

実際,表4においても,他の全ての諸国の純輸

入が減少し,タイは2010年前後に純輸出国にな

ること-タイからの資本輸出が資本輸入を上回

るようになることが示されている｡ただし,こ

れらの諸国での純輸入の減少とは,資本輸入額

自体の減少ではなく,資本輸出の方がより速く

増大することだと理解される｡

さらに,こうした賃金の国際的な相対比とと

もに,｢賃金生産性｣の国際的な相対比を指標

化した変数 COMPの動向を表 5によって見て

みよう｡ここでは,表の左側の絶対値より,右

側の変化率の方が意味を持つが,そこでは中国

表 4 アジア太平洋 8ヶ国の資本収支予測 (単位 :10億 ドル)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

日 本

ア メ リ カ

中 国

韓 国

イ ン ドネ シ ア

タ イ

フ ィ リ ピ ン

オース トラリア

8

5

6

3

9

2

2

1

8

1

3

4

2

5

2

1

3

4

2

1

一
2

一

6

0

3

8

3

2

7

9

9

7

9

2

3

7

2

3

4

0

2

一
2

3

7

2

9

7

0

0

2

4

8

2

3

3

4

3

7

6

6

3

ー

一
1

0

4

7

6

8

7

3

5

3

8

2

8

3

4

3

0

8

2

3

1

1

一
ー

ー5.0% -5.1%

5.6% 4.2%

10.3% -1.9%

-14.9% -6.4%

-0.5% -2.1%

-1.0% -12.5%

-4.8%

3.1%

-4.2%

9.0%

-2.5%

-1.7% -2.4% -4.1%

-7.2% -ll.4% -22.9%
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のみが一貫した上昇を示し得ている｡つまり,

中国の平均賃金の急速な増大も,それを上回る

速度の労働生産性の上昇故に,またその程度が

他国に比べても非常に速いため,その国際競争

力は大変な勢いで増大することを示している｡

筆者は中国で実際に生活した経験を持つが,一

般生活物資は言うまでもなく,自動車さえ除け

ば電気製品に至るまで中国国内の物価は (高い

インフレ率にもかかわらず)日本のそれより安

いか同程度になっている｡ これはそれだけ中国

が国際競争力を持ちつつあることを示している｡

とすると,次に問題となるのは貿易収支の動

向であるが,表 6によって見てみると,対GD

P比で測った貿易収支は中国がさらに黒字を拡

大させ,一方アメリカの赤字は全体として同水

準で継続,インドネシアは赤字に転落する,冒

本や韓国の黒字幅も対GDPで測った場合は減

少するという結果になった｡先の COMPの予

測に連動した予測結果となっている｡

ll

したがって,これらの結果は例えば近年中米

間で問題化しつつある貿易摩擦のようなものが

さらに激化するというようなシナリオをも予想

させる｡ ただ,こうした事態が生じるのが中国

における国際競争力の獲得である以上,その

｢摩擦｣解消のために関税障壁を低 くすると

いった対応も可能となり,たとえば表 7に見る

ように中国の関税率は急速に減少する｡1995年

秋の APEC大阪会議では,中国を含む加盟途

上国の貿易自由化の目標が丁度この予測の最終

年である2010年とされ,また江沢民中国主席が

2000品目に亘る大幅な関税率の引き下げを約束

したが,われわれの予測結果はこうした約束が

実現可能であることを示したことになろう｡

しかし,他方で競争力を減退させる韓国や

オーストラリアといった ｢先進国｣はその時こ

そ逆に関税を高く設定せんとする衝動に駆り立

てられる可能性がある｡ われわれの予測結果で

は,この2国の関税率が上昇するとされ,アメ

表 5 アジア太平洋 8ヶ国の国際競争力指数 (COMP)の予測

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

メ

ン

日

ア

中

韓

イ

タ

本

カ

国

国

-ノ

ドネ シ ア

イ

フ ィ リ ピ ン

オース トラリア

0.896 0.839

1.413 1.348

1.067 1.433

0.999 0.983

1.115 0.927

0.699 0.736

0.691 0.640

1.171 1.163

0.736 0.598

1.191 0.968

2.307 4.001

0.882 0.723

0.763 0.604

0.727 0.663

0.561 0.458

1.075 0.910

ー1.3% -2.6% -4.1%

-0.9% -2.4% -4.1%

6.1% 10.0% 11.6%

10.3% -2.1% -3.9%

-3.6% -3.8% -4.6%

1.0% -0.2% -1.8%

-1.5% -2.6% -4.0%

-0.1% -1.6% -3.3%

表 6 アジア太平洋 8ヶ国の貿易収支対GDP比率予測 (単位 :%)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

日 本

ア メ リ カ

中 国

韓 国

イ ン ドネ シ ア

タ イ

フ ィ リ ピ ン

オース トラリア

2.3 1.7

-1.3 -1.1

2.9 3.2

0.7 0.5

6.1 3.9

-4.2 -9.5

-3.9 -6.5

-1.5 -5.1

5

4

3

4

4

4

3

9

1

1

6

0

5

6

2

6

r

7
T

T

E

5
3

3

5

6

(‖凸
3

8

1

1

4

0

2

4

0

6

l

l
T

T

一

-6.5% -1.1% -0.3%

-2.2% 2.2% 4.2%

2.0% 6.1% 7.9%

-6.6% -2.4% 0.5%

一8.6% 15.7%

17.5% 9.4% 2.1%

10.6% 9.6% 3.5%

27.7% 5.9% 0.3%
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リカのそれはほぼ不変に止まると予測された｡

戦後期間のほとんどを ｢後発先進国｣としてア

メリカの ｢日本たたき｣に遭ったわが国が今後

立場を代えて ｢中国たたき｣をすることがない

ようわれわれ自身十分自らを監視する必要があ

るかも知れない｡

4)軍事支出に関する予測

最後に,本モデルでは国際政治に関する変数

として軍事支出の動向も予測しているので,そ

の対GDP比を表8で,その絶対額を表9で見

てみよう｡

そこで,まず表8から見てとれることである

が,村GDP比ではインドネシアでの減少を除

いて全体として変化がないこと,ただ,その中

では韓国,オーストラリアでの若干の上昇が気

になるところであるが,これらは第Ⅰ節で見た

ような軍事支出関数の特定化に依存し,これら

表 7 アジア太平洋 8ヶ国の関税対GDP比率予測 (単位 :%)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

日

ア

中

韓

イ

タ

フ

本

カ

国

国

-
ノメ

ン ドネ シ ア

イ

イ

リ ピ ン

オース トラリア

0.2 0.1 0.1 0.1 -5.6% -3.3% -1.6%

0.3 0.3 0.3 0.3 -0.4% -0.1% 0.2%

0.7 0.5 0.4 0.3 -4.6% 16.4% -7.1%

1.2 1.4 1.5 1.5 2.6% 0.8% 0,3%

1.1 1.1 1.2 1.2 0.5% 0.9% 0.4%

3.5 3.8 4.0 4.3 2.2% 1.1% 0.6%

5.3 5.0 4.9 4.7 -0.8% -0.6% -0.6%

0.8 0.9 1.0 1.2 1.3% 2.9% 4.1%

表 8 アジア太平洋 8ヶ国の軍事支出対GDP比率予測 (単位 :%)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

日

ア

中

韓

イ

タ

フ

本

カ

国

国

1.ノ
メ

ン ドネ シ ア

イ

イ

リ ピ ン

オース トラリア

0.9 0.9 0.9 0.9 -0.4% -0.4% -0.4%

4.7 4.8 4.8 4.7 0.4% -0.1% -0.2%

1.1 1.1 1.1 1.0 -1.3% -1.4% -0.7%

3.8 4.5 4.9 5,2 3.1% 1.9% 1.1%

1.5 1.3 1.1 0.9 -3.0% -4.1% -3.4%

3.0 2.9 3.0 3.1 -1.0% 0.7% 0.7%

1.9 1.9 1.8 1.8 -0.30/0 10.1% -0.1%

2.4 2.5 2.5 2.6 0.8% 0.3% 0.1%

表 9 アジア太平洋 8ヶ国の軍事支出予測 (単位 :10億 ドル)

1995年 2000年 2005年 2010年 1995-2000 2000-2005 2005-2010
年成長率 年成長率 年成長率

メ

ン

日

ア

中

韓

イ

タ

本

カ

国

国

-ノ

41.8 44.5 46.4 47.5

270.3 308.1 333 .4 352.6

7.7 13.1 3 2.0 93.5

16.6 30.3 44.6 56.0

ドネ シ ア 2.3 3.1 4.5 6.1

イ 4.0 6.1 10.5 18.0

フ ィ リ ピ ン 1.4 2.1 3 .4 5.6

オース トラリア 7.8 13.1 20.0 28.3

1.3% 0.8% 0.4%

2.7% 1.6% 1.1%

ll.2% 19.5% 23.9%

12.8% 8.0% 4.7%

6.8% 7.5% 6.2%

8.7% 11.6% 11.5%

9.5% 9.9% 10.1%

10.8% 8.9% 7.2%
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諸国が広義の西側同盟国として ｢アメリカの後

退｣を埋める役割を期待されているからである｡

ただ,こうして対GDP比にはそれほど大き

な変化がなかろうとも,GDP成長率に各国差

がある以上,軍事支出の絶対額の成長率には大

きな格差が生 じることになる｡ そのことは,早

事支出の対GDP比が最 も少ない中国において

特に言えることで,たとえば,このアジア太平

洋地域の軍事バランスの変化を,アメリカ,ア

メリカの同盟国 (日本,韓国,オース トラリ

ア),ASEAN3国,中国の 4つのブロックに

別けて見てみると,表10のようになる｡

表10 4つの国家群の軍事バランス予測

1993年 2010年

ア メ リ カ

日+韓+オース トラリア

ASEAN 3国

中 国

9

5

3

3

6

2

l

1

7

2

4

3

2

合 計 100 100

ただし,ここで,アメリカはその軍事力の半

分 しかアジア太平洋地域に配分できないとの想

定の下で,アメリカの数字は,その軍事支出の

1/2を基礎 としている｡そ こで,この結果を見

ると,より一層 ｢アメリカの後退｣とそれに比

べたところの日+韓+オース トラリアといった

｢同盟国｣の比重の増大,そして最後に中国の

プレゼンスの劇的な増大である｡将来のアジア

太平洋の政治的力関係を予測するものとして提

起 しておきたい｡

* * *

以上,われわれのモデルを使って,2010年ま

での経済予測をわれわれのモデルが内生化 した

アジア太平洋 8ヶ国について行った｡その結果

は,日米さらに韓国の失速を尻目に ｢新興｣の

アジア,とりわけ中国がその存在感を拡大 し,

それを軽視 して各国は舵取 りをできなくなるこ

とを予想させるものであった｡本稿第 Ⅰ節で見

た,各国諸方程式の特徴 とともに指摘 しておき

た い ｡

13
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補論 中国,韓国, オース トラリアの

資本 ス トック推計および

他変数の概要について

われわれの KYPAC-4モデルには,中国,

韓国,オース トラリアが含まれているが,本号

浦坂論文にはこの3ヶ国のデータの入手方法あ

るいは推計方法が書かれていない｡そこで,推

計が複雑であったこの3ヶ国の資本ス トック ･

データおよびオース トラリアの賃金データの推

計方法について,以下補論として示す｡

1 資本ス トックデータの推計方法について

1.1 中 国

a) ベンチマークの推計

中国にはマクロの資本ス トック推計それ自体

は存在 しないが,国有企業のみの推計値や農家

1戸当りの推計値が存在するので,まずそれら

を組み合わせてマクロ推計を行なうという方法

をとった｡具体的には,まず,『中国統計年鑑』

1987年版から1986年期首の農家 1戸当りの生産

性固定資本の数値 (831.96元)を取 り出し,そ

れに農家世帯数19574.5万戸をかけて1986年の

農家固定資本ス トック値-農業固定資本ストッ

ク値を1630億元と推計した｡

他方,非農業については,『中国工業経済統

計年鑑』で得た工業部門における仝制度の独立

採算企業の当該値 (1986年)7921.41億元という

数値 と 『中国統計年鑑』に示された国有工業企

業のみの当該値 (5871.7)との比率を『中国統計

年鑑』の建築業,運輸 ･通信,商業 ･糧食 ･外貿,

公益事業のそれぞれの国有企業の値にかけて仝

制度の値を推計 した｡そして,最後に,農業,

工業 とこれらの各産業の推計値を合計 して,

12934億元 と1986年期首のマクロ資本ス トック

値 (名目値)を推計 した｡

b) 資本ス トック時系列データの推計

a)で求めた値をベンチマークに,総投資の

データと減価償却のデータを用いて,1978年～

1993年期間の資本ス トック時系列データ (名目

値)を推計した｡ただし,この方法は信頼でき

る減価償却のデータが得られる1978年以降しか

用いることができなかったので,それ以前につ

いては,この方法で求めた1978年期首の値 と

Nai-RuenChen,ChineseEconom2'cStatistics,

AldinePublishingCompany,Chicago,1967,p.

146に示された1955年期末のマクロ資本ス トッ

ク推計値,および各期総投資のデー タか ら

TSPの CAPITLコマンドで減価償却率を逆算｡

その値を用いて1978年以前の全期間の資本ス

トック値を推計した｡なお,この推計値は名目

ベースなので,為替レー トをかけて ドル ･ベー

スに転換 した｡

1.2 韓 国

韓国では数度にわたって資本ス トック推計が

行なわれて来たが,それらは全産業の推計であ

る時と製造業のみの値である時,そして ドル ･

ベースの推計値である場合があり,それらを調

整するという方法を基本的にとった｡

まず,1968-1977年期間については,表鶴吉

推計が全産業について名目ウォンで推計を行

なっているので,それに為替レー トをかけて ド

ル ･ベースの値を推計した｡ また,1978-1987

年期間については,韓国産業銀行の推計値が製

造業のみのものであるので,これに各年の実質

GDP/実質製造業総付加価値の値 (出所は

U.N.,NationalAccountsStatiSticS) をかけて

全産業の値を推計｡さらに,為替レー トをかけ

て ドル ･ベースの値に転換した｡1967年以前に

ついては,Ham-Bok推計があるが,この値は

1970年基準の実質 ドル ･ベースでしか示されて

いないので,やむなくこれを韓国内のデフレー

ター (1955-67年期間は名目国内総固定資本形

成/実質国内総固定資本形成として定義された

投資デフレーター,1953-54年期間は卸売物価

指数)を使って名目ドル ･ベースに転換した｡

1988年以降の値については,以上で計算され

た1987年の名目資本ス トック値と別に計算され

た減価償却率 0.085および各年の総投資額を

使って1993年まで名目値として延長｡その後,

為替レー トで ドル ･ベースに転換した｡
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なお,表鶴吉推計,韓国産業銀行推計および

Ham-Bok推計の値は,それらをまとめた書物

を韓国産業銀行から厚意でお分けいただき見る

ことが出来た｡記して感謝 したい｡

1.3 オーストラリア

オーストラリアでは1967年以降の資本ス トッ

クの推計値があるので,それを1966年以前に延

長するという方法で全期間の値を推計 した｡具

体的には,まず IanCastles,AustralianNatio-

nalAccounts- EStimatesof CapitalStock

198511986,AustralianBureauofStatistics,

Canberra,1987お よび IanCastles,1991-92

AustralianNationalAccounts- CapitalStock

,Australian Bureau ofStatistics,Canberra,

1993に示された資本ス トックの実質の推計値

をこの資料の (名目資本ス トック値/実質資本

ス トック値)で定義された資本ス トック ･デフ

レーターで1990年基準実質値に転換 し,この時

系列 と,この資料の (名 目総投資/実質総投

餐)で定義された投資デフレーターで1990年基

準に転換された総投資のデータを用い,TSP

の CAPITL コマ ンドで減価償却率を0.0545

と逆算 した｡こうして減価償却率が逆算できる

と,1967年の値をベンチ ･マークに実質投資の

データ (IMF,InternationalFinancialStatistics

と U.N.,YearbookofNationalAccountsの名

目投資のデー タを IMF,InternationalFinan-

cialStatisticsの Prices:Homeand Import

Goodsで実質化 したもの)を用いて1966年以

前の実質資本ス トックが推計できる｡ 最後は,

この期間は投資デフレーターの値が得られない

ので,GDPデフレーターを用いて,この実質

資本ス トック ･データを名目化し,さらに為替

レー トを用いて ドル ･ベースに転換 した｡

15

なお, Ian Castles,Australian National

Accounts- EstimatesofCapitalStock1985-

1986,AustralianBureauofStatistics,Canber-

ra,1987および ⅠanCastles,1991-92Aust71a-

lianNationalAccounts- CapitalStock,Au-

stralianBureauofStatistics,Canberra,1993に

ついては,オース トラリア統計局より無料で提

供いただいた｡記して感謝したい｡

2 賃金データの推計について

2.1 オーストラリア

AuatralianBureauofStatisticsの Yearbook

で推計 しようとすると,男女平均のデータは

1983年のもの (ただしful1-time,non-manage-

rialemployees,allindustries,averageweekly

earnings) しか得られない｡そこで,成年男子

賃金の時系列をとりあえず作 り,この1983年の

値と男女平均賃金の値の比を全期間でかけて推

計 す る こ と と した｡ た だ し, Auatralian

BureauStatisticsの Yearbookで得られる成年

男子賃金 も,1951-1981年期間は1954年を,

1976-1986年期間は1976年6月を,1985-1993年

期間は1985年6月を基準にした指数としてしか

示されていないので,一番長い1951-81年期間

のデー タ (ただ し, この内,1952,1953,

1955-1959の値 は表か ら欠落 していたので,

IMF, International Financial Statistics の

1966/67年版で埋めた)を基本に,1982-86年は

1976-1986年期間の指数から,1987-1993年は

1985-1993年期間の指数から全体が1954年基準

となるように調整した｡その後は,上記のよう

に,ここで得られた1983年の値と同年の男女平

均賃金の億 (348.3オース トラリア･ドル)の

比で全期間の名目賃金を推計し,為替レー トで

ドル ･ベースに転換 した｡



16 調査と研究 第10号 (1996.4)

THEEQUATIONSOF

THEKYOTOUNIVERSITYPACIFICRIMMODEL(KYPAC-4)

APPENDIXI

TYPEIMODELUSEDFORFINALTEST

I.PRODUCTIONFUNCTION

Yj(Japan)

logYj/Njニー1.32094+0.81800･logKj/Nj[+0.82448*AR(1)]

(-7.03) (22.23)

adj.RR-0,9974 D.W.-2.4 (1953-1993)

Yu(USA)

logYu/Nuニー0.28206+0.90959*logKu/Nu[+0.65415*AR(1)]

(-3.54) (60.46)

adj.RR-0.9985 D.W.-2.0 (1946-1993)

Yc(China)

logYC/NC--6.12727+0.27350事logKC/NC

(-22.28) (8.52)

adj.RR-0.6358 D.W.-0.2 (1952-1993)

Yk(Korea)

logYk/Nkニー1.74210+0.77145*logKk/Nk

(-5.72) (19.31)

adj.RR-0.9029 D.W.-0.2 (1953-1993)

Yi(Ⅰndonesia)

logYiニー3.97769+0月3825*logKi+0.28969*logNi

(-2.92) (29.88) (2.31)

adj.RR-0.9910 D.W.-1.0 (1951-1993)

Yt(Thailand)

logYt=-ll.6624+0.67796*logKt+1.18524*logNt

(-272) (8.25) (2､79)

adj.RR-0.9980 D.W,-1.3 (1951-1993)

Yp(The Philippines)

logYp=-13.1167+0.70662*logKp+1.22625*logNp

(-12.71) (12.31) (10.61)

adj.RR=0.9814 D.W.-0.2 (1951-1993)

Ya(Australia)

logYa-Ilo.6553+0.83500*logKa+1.10267･logNa[+0.68717*AR(1)]

(-3.10) (12.44) (2.77)

adj.RR-0.9989 D.W.-2.0 (1953-1993)

ⅠⅠ.ⅠNVESTMENTFUNCTION

Ij(Japan)

logljニー0.22078十1.03319*log(Sj+BCjト 0.0988144小log(CDj_1/Yj_1)
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(-0.93) (77.40) ト2.00)

adj.RR-0.9961 D.W.-1.2 (1952-1993)

Iu(USA)

logIu--0.636326+0.87317･log(Su-I+BCu-i)-0,34042･log(MEu/Yu)

(-1.56) (15,48) (-2.48)

adj.RR-0.9964 D,W.-1,9 (1952-1993)

Ic(China)

Ic-25.1765+0.69395･(Sc+BCc)[+0.8420小AR(1)]

(2.19) (10.74)

adj.RR-0.9562 D.W.-1.5 (1953-1993)

Ik(Korea)

Ik-2.71222+0.94569･(Sk+BCk)-164.737･CDk_1/Yk_1

(2.01) (78.01) (-2.63)

adj.RR-0.9964 D.W.-1.9 (1954-1993)

Ii(Indonesia)

Ii-0.88541･(Si_1+BCi_I)

(31.ll)

adj.RR-0.9593 D.W.-1.5 (1952-1993)

It(Thailand)

It-3.77451+0.78294.(St+BCt)-109.279*(CDt/Yt)[+0.27049*AR(1)]

(2.33) (48.43) (-2.32)

adj.RR-0.9901 D.W.-1,8 (1953-1993)

Ip(Philippines)

loglp-1.10952+0.46279.(Sp+BCp)

(2.41) (4.83)

adj.RR-0.9802 D.W.=1.8 (195卜 1993)

Ia(Australia)

logla-0.84059.log(Sa+BCaト 0.0990418*logCDa/Ya

(49.37) (-1.40)

adj.RR-0.9871 D.W.=1.3 (1953-1993)

ⅠⅠⅠ.CAPITALSTOCKFUNCTION

Kj(Japan)

Kj-(卜 dj)･Kj_1+Ij_1

Ku(USA)

Ku-(1-du)･Ku_1+Iu_I

Kc(China)

Kc-(1-dc)･Kc_1十Ic_1

Kk(Korea)

Kk-(1-dk).Kk_1+Ik_1

Ki(Indonesia)

Ki-(1 -di)･Ki_1+ILL

Kt(Thailand)

Kt-(1-dt)･Kt_1十IL.
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Kp(The Philippines)

Kp-(1-dp)･Kp-i+Ip-1

Ka(Australia)

Ka-(1-da)･Ka_1+Ia_I

調査と研究 第10号 (1996. 4)

ⅠV.SAVINGFUNCTION

Sj(Japan)

Sj-7.30310+0.20250*Yj-.[+0.37347･AR(1)]

(0.96) (39A2)

adj.RR-0.9894 D.W.-1.9 (1954-1993)

Su(USA)

Su-37.5201+0.15473*Yu[十0.87491斗AR(1)]

(lA) (17.33)

adj.RR-0.9962 D.W.-1.9 (1951-1993)

Sc(China)

logSc--22.1441+0.61242･logYcl+1.00657･AR(1)]

(-6.38) (3.10)

adj.RR-0.9944 D.W.-1.0 (1953-1993)

Sk(Korea)

logSk--2.89139+1.39621中logYk_1[+0.57437*AR(1)]

(-8.21) (13.90)

adj.RR-0.9648 D.W.-1,8 (1954-1993)

Si(Indonesia)

Siニー3.81338+0.38397*Yi[十0.54429･AR(1)]

(-4.07) (26.65)

adj.RR-0.9857 D.W.-2.2 (1954-1993)

St(Thailand)

logSt--1.99625+1.20315･logYt[十0.40303*AR(1)]

(-22.49) (38.22)

adj.RR-0.9897 D.W.-1.6 (1951-1993)

Sp(The Philippines)

logSp-12.10901+1.13745･logYpl+0.82958･AR(1)]

(-8.36) (9.06)

adj.RR-0.9827 D.W.-2.3 (1951-1993)

Sa(Australia)

Sa-0.84043+0.22281*Ya

(0.33) (14.65)

adj.RR-0.9853 D.W.-1.6 (1954-1993)

V.WAGEFUNCTION

Wj(Japan)

Wj-57.5290+114544*Yj-1/Nj-1

(1.87) (40.91)

adj.RR-0.9761 D.W.-1.4 (1952-1993)
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wu(UsA)

logWu-9.07529+0.77883･logYu/Nul+0.79645･AR(1)]

(103.75)(44.43)

adj.RR-0.9991 D.W.-2.3 (1946-1993)

wc(china)

logWc-9.89230+OA7955･logYC/Ncl+0.93013･AR(1)]

(13.42) (4.41)

adj.RR-0.9510 D.W -i.6 (1953-1994)

wk(Korea)

logWk-ll.5598+0.94431*logYk/Nk[+0.81866.AR(1)]

(37.64) (22.21)

adj.RR-0.9951 D.W.-2.3 (1954-1993)

wi(Indonesia)

Wi--0.42604+4733.ll･Yi/Nil+0.91410･AR(1)]

(一0.85) (7.24)

adj.RR-0.9051 D.W.-1.8 (1952-1993)

wt(Thailand)

logWt-7,24453+0.76937･log(Yt/Nt)[+0.66925･AR(1)]

(23.14) (19.48)

adj.RR-0.9885 D.W,-1.8 (1954-1993)

Wp(The Philippines)

Wp--0.52412+5854.52･Yp/Npl+0.94689･AR(l)]

(-0.91) (ll.61)

adj.RR-0.9651 D.W.-2.0 (195111993)

wa(Australia)

logWa-9.44078十0.83820*logYa/Na[+0.88331*AR(1)]

(35.81) (16.03)

adj.RR-0.9970 D.W.-1.8 (1953-1993)
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ⅤⅠ.EXPORTFUNCTION

EXj(Japan)

EXj=BTj+IMj

EXu(USA)

EXu-BTu+IMu

EXc(China)

EXc-BTc+IMc

EXk(Korea)

EXk-BTk+IMk

EXi(Ⅰndonesia)

EXi--3.88200+3.32830*COMPi_I+0.0028503.(Yj+Yu+Yc+Yk+Yt+Yp+Ya)[+0.86276*AR(1)]

(-0,73) (I.02) (5.97)

adj.RR-0.9649 D.W.-2.1 (1954-1993)

EXt(Thailand)

logEXtニー10.8517+0.19245*logCOMPt+1.53618*log(Ⅵ-1+Yu_1十Yc_1+Yk_1+Yi_1+Yp_1+Ya-1)[+0.81535*AR(1)]
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(-13.39) (1.06) (15.86)

adj.RR-0.9942D.W.-1.6 (1954-1993)

EXp(ThePhilippines)

ユogEXp--7.19393+0.38122書log*COMPp十1.02273*log(Yj+Yu+Yc+Yk+Yi+Yt+Ya)[+0.61987*AR(1)]

(-17.70) (20.57) (20.57)

adj.RR-0.9887 D.W.-1.6 (1954-1993)

EXa(Australia)

EXaニー6.51929十1120000.Ya/(Na.小Wa)+0,0032351*(Y汁 Yu十Yc十Yk十Yi十Yt+Yp)[十0.75630♯AR(1)]

ト 1,19) (1.45) (8.28)

adj.RR-0.9857 D.W.-1A (1953-1993)

VH.IMPORTFUNCTION

IMj(Japan)

logIMjニー1.79461十0.91941･logYj_1[十OA8137*AR(1)]

(-ll.94) (53.34)

adj.RR-0.9910 D.W.-1.8 (1948-1993)

IMu(USA)

IMu--41.3562+0.0964024･Yul+0.69298･AR(1)]

(-5.84) (42.39)

adj,RR--0.9970 D.W.-1.9 (1948-1993)

IMc(China)

logIMc- -5,85894+0.76426･logYc[+1.01971･AR(1)]

(-3.82) (3.05)

adi,RR-0.9870 D.W,-0.6 (1952-1994)

IMk(Korea)

logIMk--2.12442+1.19222+logYk

(-21.18) (39.58)

adj.RR-0,9745 D.W.-0.6 (1952-1993)

IMi(Indonesia)

IMi-0.0538563*Yi+0.43338*Ii

(1.62) (4.48)

adj.RR-0.9718 D.W.-1.4 (1951-1993)

IMt(Thailand)

IMt--1.70311+0.38172･Ytl+0.81781]･AR(1)]

(-1.61) (21.45)

adj.RR-0.9913 D.W.-1.5 (1947-1993)

IMp(ThePhilippines)

logIMpニー0.68717+0.78947*logYp+0.33654'loglp

(-3.69) (4.34) (2.45)

adj.RR-0.9817 D.W,-2.2 (1947-1993)

IMa(Australia)

logIMaニー1.86607+0.97114'iogYa

ト32.68) (71.08)

adj.RR-0.9921 D.W.-1.0 (1953-1993)
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ⅤⅠⅠⅠ.BALANCEOFTRADEFUNCTION

BTj(Japan)

BTj/Yj-0.0738110.0000005708かWj_I/(Yj_1/Nj_1)[+0.64888.AR(1)]

(3.13) (-3.01)

adj.RR-0.6989 D.W.-1.8 (1952-1993)

BTu(USA)

BTu/Yu=-0.0131584十0.0153314*COMPu-0.3243小EXj/Yu

(-0.61) (0.97) (-1A2)

adj.RR-0.8473 D.W.-1.4 (1954-1993)

BTc(China)

BTc/Ycニー0.0195698+0.0128539*COMPc_1+0.0303828*D9091

(-2A1) (2.01) (3AB)

adj.RR-0.2309 D.W.-1.0 (1954-1993)

BTk(Korea)

BTk/Yk--0.17083+0.0180763･Yk/(Nk･Wk)[+0.83081･AR(l)]

(-2.24) (1.67)

adj.RR-0.7873 D.W.-1.4 (1954-1993)

BTi(Indonesia)

BTi-EXi-IMi

BTt(Thailand)

BTt-EXt-IMt

BTp(ThePhnippines)

BTp=EXp-IMp

BTa(Australia)

BTa-EXa-IMa

IX.COMETITIVENESSFUNCTION

COMPj(Japan)

COMPj-Yj/(Nj･Wj)/(((Yu/(Nu･4･Wu))+(Yc/(Nc･Wc/12))+(Yk/(Nk･Wk))

+(Yi/(Ni.25･Wi))+(Yt/(Nt.25*Wt))+(Yp/(Np*25*Wp))+(YA/(Na.小Wa)))/7)

COMPu(USA)

COMPu=Yu/(Nu84･Wu)/(((Yj(Nu*Wj))+(Yc/(Nc.Wc/12))+(Yk/(Nk*Wk))

+(Yi/(Ni･25･Wi))+(Yt/(Nt･25･Wt))+(Yp/(Np･25･Wp))+(Ya/(Na･4･Wa)))/7)

COMPc(China)

COMPc-Yc/(Nc･Wc/12)/(((Yj/(Nj･Wj))+(Yu/(Nu･4･Wu))+(Yk/(Nk･Wk))

+(yi/(Ni.25*Wi))+(Yt/(Nt♯25.Wt))+(Yp/(Np･25.Wp))十(Ya/(Na.小Wa)))/7)

COMPk(Korea)

coMPk-Yk/(Nk･Wu)/(((Yj/(Nj･Wj))+(Yu/(Nu･4･Wu)+(Yc/(Nc･Wc/12))

+(Yi/(Ni*25*Wi))+(Yt/(Nt･25.Wt))+(Yp/(Np*25*Wp))+(Ya/(Na*小Wa)))/7)

COMPi(Indonesia)

COMPi-Yi/(Ni*25*Wi)/(((Yj/(Nj*Wj))+(Yu/(Nu･4･Wu))+(Yc/(Nc*Wc/12))

+(Yk/(Nk･Wk))+(Yt/(Nt*25･Wt))+(Yp/(Np.25*Wp))+(Ya/(Na*4*Wa)))/7)

COMPt(Thailand)

coMPt-Yt/(Nt･25･Wt)/(((Yj/(Nj･Wj))+(Yu/(Nu･4･Wu))+(Yc/(Nc･Wc/12))
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+(Yk/(Nk･Wk))+(Yt/(Nt*25*Wt))十(Yp/(Np･25*Wp))+(Ya/(Na*4*Wa)))/7)

COMPp(ThePhilippines)

COMPp-Yp/(Np*25*Wp)/(((Yj/(Nj･Wj))+(Yu/(Nu*小Wu))+(Yc/(Nc*Wc/12))

+(Yk/(Nk*Wk))+(Yt/(Nt*25*Wt))+(Yi/(Ni*25.Wi))+(Ya/(Na.4･Wa)))/7)

COMPa(Australia)

COMPa-Ya/(Na･4･Wa)/(((Yj/(N5･Wj))+(Yu/(Nu･4･Wu))+(Yc/(Nc･Wc/12))

+(Yk/(Nk*Wk))+(Yi/(Ni*25*Wi))十(Yt/(Nt･25*Wt))十(Yp/(Np*25.Wp)))/7)

X.BALANCEOFCAPITALFUNCTION

BCj(Japan)

BCj-18.3458-16.7996･(Wj/((4･Wu+Wc/12+Wk+25･Wi+25･Wt+25･Wp+4･Wa)/7))

(3A5) (-7.86)

adj.RR-0.6031 D.W.-0.7 (1953-1993)

BCu(USA)

BCu/Yu-0.0066184-0.0017475･(小Wu/((Wj+Wc/12+Wk+25*Wi+25.Wt+25*Wp+小Wa)/7))

(0.67) (-0.84)

adj.RR-0.6417 D.W.-1.8 (195411993)

BCc(China)

BCc-0 (1949-1981)

BCc-5.20770-35.3497･(Wc/12((Wj+4･Wu+Wk+25･Wi+25･Wt+25･Wp+4･Wa)/7))

(3.84) (-2.98)

adj.RR-0.1679 D.W.-1.3 (1982-1993)

BCk(Korea)

BCk-1.30449-0.0446701･(BCj+BCu+BCc+BCi+BCt+BCp+BCa)[+0.66425･AR(1)]

(1.57) (-3.41)

adj.RR-0.6549 D.W.-1.3 (1954-1993)

BCi(Indonesia)

BCi-2.33521-4.62093･(25･Wi/((Wj+4･Wu+Wc/12+Wk+25･Wt+25･Wp+4･Wa)/7))

(6.10) (-2.76)

adj.RR-0.1455 D.W.-0.4 (1954-1993)

BCt(Thailand)

BCt/Yt-0.13493-OAO612･(25･Wt/((Wj+4･Wu+Wc/12+Wk+25･Wi+25･Wp+4･Wa)/7))

(3.53) (-2.64)

adj.RR-0.1326 D.W.-0.5 (1954-1993)

BCp(ThePhilippines)

BCp-1.60820-2.9549小(25*Wp/((Wj+4.Wu+Wc/12+Wk+25･W汁25*Wt+小Wa)/7))

(6.36) (-3.81)

adj.RR-0.2578 D.W.-0.5 (1954-1993)

BCa(Australia)

BCa-19.4044-5.95505*(小Wa/((Wj+4･Wu+Wc/12十Wk+25･Wi+25*Wt+25*Wp)/7))

(5.83) ト4.78)

adj.RR-0.3589 D.W.-0.4 (1954-1993)
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XI.CUSTUMDUTYFUNCTION

CDj(Japan)

CDj/Yj=0.0037297-0.0117192'BTj/Yj

(2.12) (-1.53)

adj.RR-0.9099 D.W,-1.7 (1954-1993)

CDu(USA)

cDu/Yu-0.0025712-0.012288g･BTu/Yul+0.87062･AR(1)]

(10.98) (-2.05)

adj.RR-0.8735 D.W.-2.6 (1954-1993)

CDc(China)

logCDc/Yc--4.99989-0.61104･logCOMPcl+0,93926*AR(1)]

(16.92) (-i.36)

adj.RR-0.9013 D.W,-1.9 (1954-1993)

CDk(Korea)

logCDk/Yk--3A4899+0.33823･logIMk//Ykl+074065･AR(1)]

(-13.00) (2,00)

adj.RR-0.6091 D.W.-1.6 (1954-1993)

CDi(Indonesia)

CDi/Yi-0.0063400+0.314330･IMi/Yil+0.84070･AR(1)]

(1.51) (1.68)

adj.RR-0.6938 D.W.-1.4 (1953-1993)

CDt(Thailand)

cDt/Yt-0.013904-0.0736522.IMt/Yt[十0.89097.AR(1)]

(1.78) (3.53)

adj.RR-0.4632 D.W.-2.1 (1954-1993)

CDp(ThePhilippines)

CDp/Yp---0.0053074+0.17470*IMp/Yp

(-1.22) (8.03)

adj.RR-0.6017 D.W.-0.9 (1951-1993)

CDa(Australia)

cDa/Ya-0.0248329-0.0132494･COMPal+086468･AR(1)]

(4.24) (-2.43)

adj.RR-0.8358 D.W.-1.6 (1954-1993)

XH.MILITARYEXPENDITUREFUNCTION

MEj(Japan)

MEj≡0.19700+0.0082885IYj-1

(ll.17) (31.19)

adj.RR-0.9828 D.W.-1.2 (1952-1969)

MEj/Yi-0.0081048+0.00428127*Yj_2/(Yu_2+Yk_2+Yi_2+Yp-2+Ya_2)

(30.77) (5.75)

adj.RR-0.5824 D.W.-1.1 (1970-1993)

MEu(USA)

MEu/Yu-0.0472726+0.0055780･Yu/(Yj+Yk+Yi+Yt+Yp+Ya)[+0.73133･AR(I)]

23
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(8.79) (3.93)

adj.RR-0.9082 D.W.-lA (195411993)

MEc(China)

MEc-2.07678+0.0128471*Yc[+0.93107*AR(1)]

(0.69) (2.89)

adj.RR-0.8767 D.W.-1.4 (195311994)

MEk(Korea)

MEk/Yk-0.0396957+0.0761997事Yk/Yj[+0.86289･AR(1)]

(6.72) (1.67)

adj.RR-0.7314 D.W.-1.8 (1954-1993)

MEi(Ⅰndonesia)

logMEiニー2.27941+0.63185*logYi

(-7.41) (7.17)

adj.RR-0.8743 D.W,-1.8 (1952-1993)

MEt(Thailand)

logMEtニー3.714094+1.06793*logYt[+0.52424･AR(1)]

(-28.67) (23.56)

adj.RR-0.9888 D.W.-1.8 (1949-1993)

MEp(ThePhilippines)

MEp-0.0369452+0.0182341･Yp[+0.84679･AR(1)]

(0.45) (8.05)

adj.RR-0.9687 D.W.-1,5 (1952-1993)

MEa(Australia)

logMEa/Yaニー3.13617+0.17720*logMEu/Yu[十0.87036.AR(1)]

(-6.60) (1.07)

adj.RR-0.8585 D.W.-1.5 (1953-1993)

APPENDIXII

TYPEIIMODELUSEDFORPROJECTIONS

25:Yc- (ProductionofChina)

Ycニー911.923+0.36484･Kc+0.0010339*Ncl+0.95113*AR(1)]

(-1.95) (2.93) (2.58)

adj.RR-0.9362 D.W.-0.9 (1952-1993)

97:dj- (DepreciationRatesofJapan)

dj-10.63845+0.33088･Kj_i/Yj_Il+0.24162･AR(1)]

(-2.ll) (2.14)

adj.RR-0.1586 D.W.-1,9 (1975-1993)

98‥du- (DepreciationRatesofUSA)

du--0.57067+0.68099*Ku_1/Yu_1

(-3.64) (3.91)

adj.RR-0.4430 D.W.-1.1 (1975-1993)

99:dc- (DepreciationRatesofChina)

dc--0.0739765+0.13635･Kc_9/Yc_9[+0.56435･AR(1)]
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(-i.19) (3.37)

adj.RR-0.6917 D.W.-1.8 (1962-1993)

100:dk- (Depreciation RatesofKorea)

dkニー0.53053+0.43016･Kk_3/Yk-3[+0.50246*AR(1)]

(-1.32) (1.50)

adj.RR-0.2560 D.W.-2.4 (1975-1994)

101:di- (Depreciation RatesofIndonesia)

di--1.17249+0.51625･Ki_4/Yi_.[+032413･AR(1)]

(-1.53) (1.49)

adj.RR-0.1810 D.W.-2.0 (197211993)

102:dr- (Depreciation RatesofThailand)

dt=-0.17936+1.12580･It_5/KL5卜0.22303.AR(1)]

(-1.71) (2.81)

adj.RR-0.2802 D.W.-2.2 (1979-1993)

103:dp- (Depreciation RatesofThePhilippines)

dp--0.13998+1.31290.Ip-7/Kp_7ト0.21362･AR(1)]

(-I.69) (1.29)

adj.RR-0.1039 D.W.-2.8 (1983-1994)

104:da- (Depreciation RatesofAustralia)

da--0.77372+0.26155･Ka_l/YaJ +0.59618･AR(1)]

(-2.72) (2.64)

adj.RR-0.3182 D.W.-2.2 (1954-1993)
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LISTOFVARIABLES

unit

N Population thousand

Y GDP billiondollar

S DomesticSaving billiondollar

I Investment billiondollar

氏 CapitalStock billiondollar

BT BalanceofTrade billiondollar

EX Exports billiondollar

IM Imports billiondollar

BC BalanceofCapital billiondollar

M E MilitarySpending billiondollar

CD CustomDuty billiondollar

d DepreciationRates

W AverageWage dollar/month;inJapan,Korea

/week;inUSA,Australia

/day;inIndonesia,Thailand,ThePhilippines

/year;inChina

COMP RelativeCompetitivePower

Eachsubscriptj,u,C,k,i,t,p,aindicatesJapan,USA,China,SouthKorea,Indonesia,Thailand,ThePhililppinesand
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Australia

AR(1)indicatesAutoregressiveErrorComponentoflstOrder


